


～～～～相相相続続財財産産をを受受けけけ取取取るる権権利利利ののああるる人人って誰？～～相続財産を受け取る権利のある人って誰？～
知っておきたい相続税・贈与税シリーズ

日本相続学会　理事　榊原　正則

「代襲相続人」とは？　本来相続すべき相続人が相続発生以前に死亡等していた場合に、その者
に代わって相続権を得る人のことをいいます。代襲相続人が複数になることもあります。

配偶者は常に相続人ですが、

他の親族は順位で決定!!

　人が亡くなると、その人の持つ

一切の権利義務を相続人（法定相

続人）が受け継ぐことになりま

す。民法では、被相続人（死亡し

た人）の配偶者、子、直系尊属

（親、祖父母など）、兄弟姉妹に

限定して相続権を認めています。

　しかし、そうした親族だからと

いって常に相続人になれるわけで

はありません。配偶者は常に相続

人になれますが、それ以外の相続

人は次の順位で決定します。

①第１順位

　子（その子が相続開始以前に死

亡したり、相続権を失ったりした

場合は、その子の子、つまり被相

続人の孫が代襲相続人）

②第２順位

　①で子（代襲相続人を含む）が

いない場合は、被相続人の直系尊

属（父母、祖父母など）

③第３順位

　①②で代襲相続人を含む子も直

系尊属もいない場合は、被相続人

の兄弟姉妹（代襲相続人を含む。

相続人に伝えることが必要です。

相続を放棄した場合の

相続人に注意!!

 ところで、民法では相続から３

か月以内であれば相続放棄を認め

ています。この場合は注意が必要

です。なぜなら、相続放棄をした

ときは、次順位の人が新たな相続

人となるからです。

　もし、被相続人が多額の借金を抱

えていた場合、相続放棄を伝えなけ

れば次順位以下の相続人は知らな

いうちに借金返済義務を負うこと

になります。したがって、相続を

放棄するときは速やかに次順位の

相続分は民法で定められている!!

 各相続人が相続財産に対して持

っている権利のことを相続分とい

います。各共同相続人は、その相

続分に応じ、被相続人の権利義務

を承継することになっています。

　遺言による指定がない場合に

は、民法によって各共同相続人の

相続分が決まることになります。

この民法に規定する相続分のこと

を「法定相続分」といいます。

　ただし、相続人は必ずしも正確に

法定相続分どおりに遺産分割しなけ

ればならないことはなく、誰がど

の財産を相続するかは相続人間の

話し合いによることになります。

法定相続分一覧表

ただし、被相続人の

甥、姪まで）

　上記順位のいずれ

の人も全くいない場

合は配偶者のみが相

続人になり、反対に

配偶者がいない場合

は上記順位に従い相

続人が決定します。

　民法では、配偶者を含め、これ

らの順位により決定した相続人を

「法定相続人」といいます。
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法定相続分
兄弟姉妹直系尊属子配偶者

兄弟姉妹がいる場合

兄弟姉妹がいない場合

配偶者がいる場合

配偶者がいない場合

配偶者がいる場合

配偶者がいない場合

子がいる場合

子がいない場合

子と直系尊属が
いない場合

配偶者がいる場合

配偶者がいない場合

法定相続人

①

②

③

（注）同順位の法定相続人が複数いる場合は、その者たちで法定相続分を按分します。

順位



　交通事故により、企業は人的・物的損失を被るだけでなく、法的・道義的責任も負わねばなりませ
ん。これによる企業ダメージは計り知れず、その回避のために企業と従業員とが一体となって安全運転
確保に取り組むことが必要です。

～交通事故による企業損失と責任～

「自動車運転死傷処罰法」とは？　「危険運転致死傷罪」を刑法から標記の新法に移行し、さらに「酒・薬物・特定
の病気の影響で正常な運転に支障が生じる恐れ」「酒・薬の発覚、免れるための逃走」等を新規定を盛り込んだ処罰法です。

企業におけるリスクマネジメント
ワンポイント講座 企業の交通リスク対策シリーズ

●人・物・利益・社会的信用面で大きなダメージが!!

　交通事故は「人」「物」「利益」「社会的信用」面

で、企業に直接的・間接的損失をもたらします（表）。

　事故の程度によっては労働力の喪失・低下をもたら

し、業績に大きな悪影響を及ぼしかねません。また、代

替要員確保のための時間と労力が必要となります。

　事故車両の修理費用、さらに廃車となれば新車再取得

費用の負担を余儀なくされます。商品等の運搬中であれ

ば、その価値を失うことによる利益損失が生じます。

　最近は企業活動に安全・安心を求める社会的要求が高

まっています。これに反する交通事故は企業のイメージ

ダウン、信用失墜につながり、ひいては業績が悪化する

ケースも少なくありません。

　平成26年５月には

「自動車の運転により

人を死傷させる行為等

の処罰に関する法律

（自動車運転死傷処罰

法）」が新たに施行さ

れ、アルコールや薬物

の使用、無免許運転な

どで死傷事故を起こした運転者には、最長20年の懲役

が定められました。また、新法では、罰金・禁固だけで

なく、必ず懲役の罰則が科されるなど厳罰化が図られて

います。最近では、薬物使用や持病の影響による事故も

発生しており、ケースによっては事業主の責任が問われ

ています。日頃から従業員の健康管理等のチェックは欠

かせません。

●ときには従業員に対しての責任も

　交通事故による企業責任は社外の被害者に対してだけ

ではありません。事故の原因が①長時間勤務や違法な残

業による従業員の疲労の蓄積であったり、②健康診断を

受けていないことを放置、また受けさせないで従業員が

運転中に急病等で事故を起こしたり、③労働者が

ケガや疾病で体調不良と知りながら運転させ事故

を起こしたケースなどで従業員がケガを負ったり

死亡したりすると、企業は労働基準法、労働者災

害補償保険法、労働契約法等の使用者責任を負

い、本人や遺族から労災保険で保障されない慰謝

料等の損害賠償を請求されることもあります。

　企業の自動車使用に伴う責任は今後ますます増

大します。このリスク・ダメージを回避・軽減す

るマネジメントは不可欠です。

日本リスクマネージメント研究所　代表　山田　幸洋

交通事故に伴う企業損失・責任

従業員の死傷病による労働力の喪失・低下、
代替要員の確保、従業員の士気の低下など
社有車両の修理費用、新車再取得費用、
運搬商品等の損失、施設等損壊など
事故処理に伴う事務的費用の発生、時間的損失、
自動車保険・労災保険の保険料の上昇、
機会利益の喪失など
取引停止、顧客離れ、ビジネス機会の喪失、
企業・商品へのイメージダウンなど

内　　　容

人的損失

物的損失

利益損失

社会的信用損失

法的責任等 ①刑事上、②行政上、③民事上の責任のほか、
道義的責任の発生

損失・責任

●法的責任と道義的責任も負う

　交通事故を起こした従業員本人が法的な責任を負うこ

とは当然ですが、使用者や安全運転管理等の自動車の運

行を直接管理する者が過労運転や積載制限違反運転等の

違反行為を下命・容認した場合には、安全運転管理者等

も懲役や罰金の刑事処分・使用された自動車は使用制限

の行政処分を受けます。
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＜損害保険＞
損保ジャパン日本興亜・三井住友海上
あいおいニッセイ同和損保・セコム損保・ニューインディア
＜生命保険＞
メットライフ生命・ソニー生命・アイエヌジー生命
損保ジャパン日本興亜ひまわり生命
三井住友海上あいおい生命・ジブラルタ生命

取扱保険会社

損害保険・生命保険はもちろん、総合金融サービスを中心に、
あらゆる角度から「安心」をサポート。

事故相談・法律相談・税務相談・不動産相談など

何か困った時に思い出していただける代理店を目指します。




